ジョン・スチュアート・ミルと感染症予防法 -自由と衛生について- by 西迫,大祐
明治大学　法律論叢 89巻 4・5号：責了 book.tex page213 2017/02/15 10:08
法律論叢第 89巻第 4・5合併号（2017.3）
【論　説】
ジョン・スチュアート・ミルと感染症
予防法
――自由と衛生について――
西　　迫　　大　　祐
目　次
1．エボラと検疫
2．感染症予防法と反対運動
3．ミルと感染症予防法（ 1）――警察権力の濫用について
4．ミルと感染症予防法（ 2）――正当な感染症予防とは何か
5．おわりに
1．エボラと検疫
ケイシー・ヒコックスは、メイン州の自宅に帰るためニュージャージー州の国際
空港に向かっていた(1)。彼女は国境なき医師団の看護師としてシエラレオネに赴
き、エボラ患者の治療に従事していた。彼女が帰国したのは 2014年 10月だった
から、アメリカではエボラに対してヒステリックな感情が最高潮に達しているとき
だった。というのもこの月のはじめに、「リベリア人の男性がアメリカ国内の病院
でエボラ出血熱により死亡」というセンセーショナルなニュースが流れたばかりだ
からである。ヒコックスが国際空港に到着するとやはり厳しいモニタリングが行
われていた。彼女は素直に空港のチェックに応じた。今までシエラレオネにいた
(1) “The Nurses. The Ebola Fighters in their own Words,” in Times (Dec. 10, 2014),
http://time.com/time-person-of-the-year-ebola-nurses/
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こと、エボラ患者を看護していたことを申告すると、彼女は疾病管理予防センター
（CDC）の検疫事務所へと通された。そこでいくつかの質問と体温検査をしたが特
に異常は見られなかった。空港に到着してから 4時間後、再び体温検査がなされ、
熱があることを告げられた。彼女はエボラのせいではなく、疲れや困惑によるもの
だと抗議したが聞き入れられなかった。6時間ものあいだ空港に足止めされた後、
彼女は隔離されることを告げられた。救急車によって空港に近いニューアーク大
学病院へ連れて行かれ、病棟の外にある隔離用のテントに入れられた。その間二度
のエボラ検査が行われたがいずれも陰性だった。
空港で行われていたエボラへの厳格な検疫措置は、ニュージャージー州および
ニューヨーク州の定めた新しい政策に基づいていた。それによると、ジョン・F・
ケネディ国際空港およびニューアーク国際空港に到着した者のなかで、エボラ患者
に接触した者はすべて 21日間の検疫に服さなければならないことになっていた。
CDCはエボラの感染リスクは少なく、症状が出ていなければ危険がないため検疫
は無意味であることを通達していた。しかし各州はこれを無視した政策をとって
いた。ヒコックス自身も治療に当たるなかで、症状が出なければエボラは感染し
ないことを知っており、検疫措置を定める二つの州の規定は厳しすぎると批判し
た言葉がニューヨーク・タイムズ紙に掲載された(2)。この批判の翌日、ニュー
ジャージー州知事クリスティは、検疫は正当な措置であると反論した。「政府の仕
事は市民の安全と健康を守ることである。それ以外の考えはもっていない」(3)。
80時間拘束されたあとで彼女は解放された。すぐにメイン州の自宅に戻ったが、
メイン州知事ルパージュは 3週間のあいだ自宅で検疫期間を過ごすように命じた。
知事は、他人の 3フィート以内に入ること、仕事に復帰すること、公共の場所で人
(2) Anemona Hartocollis and Emma G. Fitzsimmons, “Tested Negative for Ebola,
Nurse Criticizes Her Quarantine,” in The New York Times (Oct. 25, 2014),
http://www.nytimes.com/2014/10/26/nyregion/nurse-in-newark-tests-negative-for-
ebola.html.
(3) Zach Carter, “Chris Christie Defends Ebola Quarantines,” in Huffing Post (Oct. 26,
2014),
http://www.huffingtonpost.com/2014/10/26/chris-christie-ebola n 6049446.html.
ヒコックスはこの不合理な規定が彼女の権利を侵害したとして、2015年にニュー
ジャージー州を起訴している。Kaci Hickox v. Christopher James Christie et al., 2:
2105 cv 07647 (D.N.J. 2015).
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が集まる所へ行くことを禁じた(4)。しかし、エボラの症状がなく、検査も陰性で
あったのに検疫をする必要がないとして、彼女は命令を無視した。ボーイフレンド
と一緒にサイクリングに出かけた彼女の姿は、多くのメディアにとりあげられるこ
とになった。
メイン州の衛生委員メアリー・メイヒューは、住民のあいだに「かなりの恐怖が
広がっている」と発言し、法的措置をとることに決めた(5)。メイン州はヒコック
スの検疫命令を出すように州裁判所に請願を出した(6)。メイン州知事ルパージュ
はこう述べている。「われわれがある一人の権利を尊重しなければならないのは確
かだが、130万人のメイン州民を守るために危険に備えなければならない」(7)。し
かしながら州裁判所は、検疫は不要であると判断した。まず、州が被告の移動の自
由を制限するためには、「他者を感染の危険から守るために必要」であることの明
確かつ確実な証拠を示す義務がある。しかし、裁判所に提出された証拠を見るかぎ
り、被告にはエボラに感染していることを示すいかなる徴候もでておらず、よって
感染の危険がないといえる(8)。州裁判所は付随意見においてこう述べている。「エ
ボラに関して、われわれの国ではいたるところで、誤解や誤情報、不適切な科学
や情報がまき散らされて」おり、「人々は恐怖心から行動しているが、この行動は
まったく理性的とはいえない」。ただし「この恐怖が理性的でなくとも、それは目
の前にあり現実に存在している」(9)こともまた事実ではあるのだが。
キャス・サンスティーンは『恐怖の法則』や『最悪のシナリオ』において恐怖の
(4) Michele Goodwin and Erwin Chemerinsky, “No Immunity: Race, Class, and Civil
Liberties in Times of Health Crisis,” in Harvard Law Review, Vol. 129, No.4, 2106.
pp.956–996.
(5) Susan K. Livio, “Maine Preparing to Seek Court Order to Arrest Nurse if She
Defies Ebola Quarantine,” in NJ.com (Oct. 30, 2014),
http://www.nj.com/healthfit/index.ssf/2014/10/ebola maine preparing to seek court
order to arrest nurse if she defies quarantine.html
(6) Mayhew v. Hickox, No. CV-2014–36,
http://courts.maine.gov/news reference/high profile/hicox.shtml.
(7) Kate Zernike and Emma G. Fitzsimmons, “Threat of Lawsuit Could Test
Maine’sQuarantine Policy,” in The New York Times (Oct. 29, 2014),
http://www.nytimes.com/2014/10/30/us/kaci-hickox-nurse-under-ebola-quarantine-
threatens-lawsuit.html
(8) Order Pending Hearing, Mayhew v. Hickox, No. CV-2014–36, p.3.
(9) ibid.
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メカニズムを分析している。その中で、自身のアレルギーの経験と 9.11以後のア
メリカの体験を重ね合わせながらこのように説明している(10)。甲殻類アレルギー
をもつサンスティーンが、一度かなりいい加減な中華料理屋でベジタリアンの料理
を食べたことがあった。調理環境に問題があったのだろう、エビやカニが入ってい
ない料理を念入りに選んだにも関わらず、ひどいアレルギーを発症してしまった。
それ以来非の打ち所がない中華料理店でも、野菜料理さえ頼みたくなくなった。頭
のなかでは、甲殻類が混入しているリスクがどれほど低いとわかっていても、その
ときの恐怖が今でも残っているからである。サンスティーンは述べている。「数年
前にあの事件が起きるまで、私は冷静で基本的に賢明な統計学的分析にもとづいて
物事を判断していた。ところが今では自分自身の忘れがたい経験が、自分でもかな
りおかしいと思う考えや行動となって、大きな影響を及ぼしている」(11)。9.11の
テロのあとで、アメリカ全土の空港では不必要なほど厳戒態勢がとられたが、そ
れも同じ人間の傾向であると言える。飛行機を使ったテロのリスクが低いとは分
かっていても、統計的分析よりも先に恐怖にもとづく感情的な反応が先に起こるの
である。この感情的な反応はむしろ自然な人間の姿であると言えるが、実際にはあ
まりにも厳格なチェックは不必要かつ不経済である。したがって、われわれ自身が
適切にリスクの評価ができないのだから、賢明なのは専門家に任せることだろう。
エボラもテロリズムもこの点については同じ側面をもっている。もし起きてし
まったときには、何千、何万もの人間が犠牲になってしまう。そのため起きないよ
う予防する必要性が強く要請されるのだが、警戒するあまり、過度に個人の自由や
人権が侵害される恐れがある。
9.11、その直後におきた炭疽菌事件は、バイオテロリズムの可能性とその恐怖を
人々に植えつけた。バイオテロによって国家が危機的状況になったとき、国家はど
のような措置を採りうるのだろうか。すぐにCDC主導の下モデル法「The Model
State Emergency Health Powers Act (MSEHPA)」が起草された(12)。その後
(10)キャス・サンスティーン『最悪のシナリオ』田沢恭子他訳、みすず書房、2012年、57–58
頁。
(11) ibid., 58頁。
(12)このモデル法は、CDCとジョージタウン大学、ジョンズ・ホプキンス大学の協力によっ
て起草された。The Model State Emergency Health Powers Act,
http://www.publichealthlaw.net/ModelLaws/MSEHPA.pdf
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多くの州に採用されたこのモデル法によれば、感染症の拡散を止めるために政府や
各自治体には、隔離、検疫、医学検査や予防接種などを強制しうる広範な権力が付
与される。
起草にあたって中心的な役割を担ったのは、ジョージタウン大の公衆衛生学者
ローレンス・O・ゴスティンである。ゴスティンは、公衆衛生措置が自由を制限す
るとしても、必要最低限の範囲で行われなければならないと述べている。「公衆衛
生は、公共善を達成するために個人の自由と権利を制限するよう権限が与えられて
いるが、しかしそのような制限をする際には、憲法による国家行為への制約の範
囲内で行なわなければならない」(13)。モデル法によれば、検疫と隔離は、感染症
予防の必要性に応じて最も制限が少ない手段（the least restrictive alternative）
によって実施されなければならないとされている。
しかしながら、衛生学者ウェンディ・パーメットはモデル法の危険性を指摘して
いる。われわれはバイオテロリズムのリスクを知らず、またそれに備えることのリ
スクや恩恵についても知らない。確かに破滅的な事態になったとき、この法によっ
て人口が守られる可能性はある。しかしその反面、緊急権が濫用される可能性も存
在している(14)。パーメットは公衆衛生や公衆衛生法の歴史を辿りながら、危機を
口実として人権が侵害された事例を数多く挙げている。例えば、1900年にサンフ
ランシスコで起きたペストの流行では、チャイナタウンのみが隔離と検疫の対象と
なった。後に行われた訴訟では、中国人と白人とで感染の危険には変わりはなく、
中国人居住区域のみを隔離したことは不適切で不必要だったとして州に損害賠償
責任を認めている(15)。最近では、1980年代に人々に恐怖を与えたエイズが、患
者たちを「特別に」取り扱うことを許容することになった(16)。他の生徒に感染す
る危険が少ないと医師によって診断されたものの、学校から追放された血友病患者
(13) Lawewnce O. Gostin, Public Health Law. Power, Duty, Restraint, University of
California Press, 2000, p.20.
(14) Wendy Parmet, “Liberalism, Communitarianism, and Public Health: Comments
on Lawrence O Gostin’s Lecture,” in Florida Law Review, Vol.55, 2003, p.1239.
(15) Jew Ho v. Williamson 103 F. 10 (C.C.N.D. Cal. 1900); Wong Wai v. Williamson 103
F.1 (C.C.N.D. Cal. 1900).
(16) Wendy Parmet, “Quarantine Redux: Bioterrorism, AIDS and the Curtailment of
Individual Liberty in the Name of Public Health,” in Health Matrix, Vol.13, 2003,
pp.95–96.
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ライアン・ホワイトの事例はその典型例であるといえる。
確かにパンデミックの危険から国民を守ることが政府に求められるときがある
だろう。しかしその引き換えに個人の自由と人権を制約しなければならないとす
れば、何が必要な措置で、どの程度まで自由を制限することが可能なのか(17)。こ
の問いに対する適切な答えを見いだすため、パーメットをはじめとする過剰な予防
措置に危惧を抱く研究者たちは、ジョン・スチュアート・ミルに注目を集めてい
る(18)。というのも、ミルは 1870年の王立委員会において、感染症予防法に反対
して証言しており、その内容は国家が行う正当な感染症の予防とは何かという点に
ついて、部分的ではあるが明らかにしているからである。われわれは公衆衛生に
よって強制される検疫措置が不当に行使されうる危険を頭に入れながら、現代の公
衆衛生学者たちとともに、19世紀のイギリスに目を移すことにしよう。
2．感染症予防法と反対運動
陸海軍駐屯地における感染症を予防するための法（Act for the Prevention of
Contagious Diseases at certain Naval and Military Stations）は 1864年に施
行された。感染症予防法（Contagious Disease Act: CDA）(19)と略されるものの、
(17)この点について日本語で読める文献として以下のものがある。佐藤元「公衆衛生政策と
人権」『医療と社会』Vol.15、No.2、2005年；伊藤邦彦「治療に非協力的な結核患者へ
の法的強制力」『結核』Vol.86、No.4、2011年；大林啓吾「パンデミック対策に関する
憲法的考察」『日本法学』第 78巻、第 1号、2012年。
(18)代表的な論文として以下のものがある。Jeremy Waldron, “Mill on Liberty and the
Contagious Disease Acts,” in Nadia Urbinati and Alex Zakaras(eds.), J.S. Mill’s
Political Thought, Cambridge University Press, 2007, pp.11–42; Wendy Parmet,
“J. S. Mill and the American Law of Quarantine,” in Public Health Ethics, Vol.1
Number.3, 2008, pp.210–222; Lawewnce O. Gostin and Kieran G. Gostin, “A
Broader Liberty: JS Mill, Paternalism, and the Public’s Health,” in Public Health
(J. Royal Society of Public Health), Vol.123, No.3, 2009, pp.214–22; Vincent
Guillan, “Biopolitique, utilitarianisme, et libe´ralisme. John Stuart Mill et les
Contagious Disease Acts,” in Archives de Philosophie, Tome73, 2010, pp.615–629;
Clare McGlynn, “John Stuart Mill on Prostitution: Radical Sentiments, Liberal
Proscriptions,” in Nineteenth-century Gender Studies, 8(2), 2012; Madison Powers,
Ruth Faden and Yashar Saghai, “Liberty, Mill and the Framework of Public Health
Ethics,” in Public Health Ethics, Vol.5, No.1., 2012, pp.6–15.
(19) Contagious Disease Prevention Act, 1864, 27 & 28 Vict., ch. 85.
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正式な法の名前が示す通り、感染症一般を予防するためではなく、陸海軍の兵士た
ちに増加している性感染症を予防する目的で作られた法である。ポーツマスやプ
リマスといった海軍の駐屯地や、オールダーショットやコルチェスターといった陸
軍の駐屯地となっている都市を対象として、売春婦たちが商売をしていた幾つかの
通りが明記されていた。警官はそれら公共の場所で疑わしいと思われる女性たち
を逮捕する権限が与えられた。逮捕された女性たちは登録され、病院で性感染症検
査の受診が義務づけられる。もし検査によって感染が確認されたときは、指定の病
院に三ヶ月以上の入院が義務づけられた。もし検査を拒否すれば有罪となり六ヶ
月以上の監禁が言い渡される可能性があった(20)。
この法が作られてすぐに、議会の内外問わず大きな反対運動が巻き起こった。と
いうのもこの法にはいくつもの問題点が存在していたからである。反対派の論点
を整理すれば次のようになる。まず①警察権力の濫用にあたること、そして②女性
だけが検査の対象になること、③この方法では性感染症を抑制に効果がないこと、
最後に④性感染症ではなく、売春を規制しようとする隠れた立法意図があることで
ある。一方、賛成派は性感染症が減少することの利益を主張していた。陸海軍の兵
士に性感染症が増加するのは、国民の税金負担が増えるということを意味してい
る。しかし、予防法によって性感染症が減少するならばこの負担を減らすことがで
きるし、兵力の損失を抑えることができる。節税しながら兵力を増加することにな
るのだから反対する意味はない(21)。
感染症予防法は 66年、そして 69年と改正された(22)。ますます強くなる売春
婦たちへの取り締まりに対して、批判の声も大きくなっていった。とくに女性だけ
が性感染症の検査を強制されるという点から、フェミニストたちの反対運動が展開
されていた(23)。1870年の元旦、その象徴といえる「女性たちの抗議」が、デイ
(20) Margaret Hamilton, “Opposition to the Contagious Disease Acts, 1864–1886,” in
Albion: A Quarterly Journal Concerned with British Studies, 1978, Vol.10, No.1,
pp.14.
(21) Hamilton, op.cit., p.20.
(22) Contagious Disease Act 1866, 29 & 30 Vict., ch. 35; Contagiouse Disease Act, 1869,
32 & 33 Vict., ch. 96.
(23)詳しい歴史については次の文献を参照。Judith R. Walkowitz, Prostitution and Victorian
Society: Women, Class and the State, Cambridge: Cambridge University Press,
1980.
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リーニュース紙に掲載された。この宣言はハリエット・マルティノーによって起
草され、署名した女性たち 124人の中には、ジョセフィン・バトラー、フローレ
ンス・ナイチンゲール、メアリー・カーペンターたちが含まれていた(24)。抗議の
内容は反対派の主張を要約していた。この法案はさしたる議論もなく可決された。
女性に関する限り、私的な安全保障がすべて取り除かれてしまい、女性たちの名
声、自由、身体は完全に警察の権力の中にある。それだけでなく、この法は悪徳の
犠牲者であるところの女性たちを罰しながら、主な原因である男性たちは不罰の
ままにしている。このような不正な法が実行されて数年になるにも関わらず、統
計的に見ても感染症が減少したという証拠はない。したがってこの法は完全に失
敗に終わっている(25)。多くの反対運動や、市民からの批判の声があったにも関わ
らず、この法は 1880年代まで生き延びた。しかし圧倒的な批判を受けて、ついに
1886年に廃止されることになる(26)。
ジョン・スチュアート・ミルが王立委員会で証言をしたのは、1871年 5月 13日
のことである(27)。ミルは『女性の解放』を出版した直後であり、バトラーたちと
共に感染症予防法に反対する立場をとっていた。これから見ていくミルの証言は、
「女性たちの抗議」が展開している論理と同じ方向性を辿っている。われわれがこ
の証言に注目すべきなのは、思想家としてミルが感染症予防法の問題点をはっきり
と論理的に指摘しているだけではなく、感染症予防に関して国家が立ち入ることの
できる限界が部分的にではあるが示されているからである。感染症を予防する必
要があるとき、政府はどの程度まで私的自由に介入できるのか、どのような方法な
らば許容されるのだろうか。まずはミルの反対論拠の中心である警察権力の濫用
の危険についての証言を見ていきながら、『自由論』をはじめとするミルの思想を
(24) Paul McHugh, Prostitution and Victorian Social Reform, New York: St Martin’s
Press, 1980, reprinted 2013 by Routledge., p.56.
(25) Josephine E. Butler, Personal Reminiscences of a Great Crusade, London: Horace
Marshall & Son, p.9–10. 医学的に見ても、検査だけでは隠れた性感染症を発見できな
いこと、女性だけに検査をしても感染者数を抑えることはできないことが、医師たちに
よって表明されていく。cf. Hamilton, op.cit., p.18.
(26) Contagious Disease Repeal Act, 1886, 49 Vict., ch. 10.
(27) John Stuart Mill, ‘The Evidence of John Stuart Mill, taken before the Royal
Commission of 1870, on the Administration and Operation of the Contagious
Diseases Acts of 1866 and 1869,’ in Collected Works of John Stuart Mill, Toronto:
University of Toronto Press, Vol.21, 1984, pp.351–371.
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合わせて考察することで、国家が感染症を予防しうる方法や限界について明らかに
していこう。
3．ミルと感染症予防法（ 1）――警察権力の濫用について
証言の冒頭で、委員の一人は単刀直入にこう尋ねている。「あなたはこのような
立法が原理的に正当化できると思われますか」。ミルはこう答えている。「わたし
はこれが原理的に正当化できるとは思いません。なぜならば、これが立法の偉大な
原理の一つに反しているように見えるからです。その原理というのは、私的自由の
保障（security of personal liberty）です」(28)。このように、ミルは予防法が女
性たちの私的自由の保証を奪うために、原理的に正当化されえないと述べている。
女性たちは、警察に嫌疑をかけられるだけで逮捕される危険がある。そして検査の
同意書に署名しなければ六ヶ月のあいだ投獄されることになっている。この規定
は意図的に売春婦という特定の階級の女性から保障を奪い取っているが、それだけ
ではない。駐屯地に住む女性たち全員に嫌疑がかけられる危険があるということ
は、潜在的にすべての女性たちの保障を全面的に奪い取ることにつながる。
これに対して委員会は反対意見を述べている。この法はあくまでも売春婦のみ
に適応されることを目的に作られている。警官も特別な組織によって慎重に命令
を実行しており、今まで権力が濫用されたことはない。したがって慎み深い女性た
ちに嫌疑が及ぶ可能性はない。だがミルはこれに答えて述べている。権力はつね
に濫用される可能性があるものとして考えなければならない。「いちど簡単に濫用
しうるような権力が与えられれば、それはいつか濫用されるだろうと、われわれは
つねに仮定しなければならない」(29)。
ミルは委員会証言とは別の場所で、感染症予防法によって権力の濫用が必然的に
起きるだろうと述べている。「私は警察による権力の濫用が、予防しうる単なる事
故であると考えているわけではありません。計画を徹底的に実行しようと試みれ
(28) ibid., p.351. おそらくミルは securityの用語および用法をベンサムから受け継いでいる。
これに関しては次の論文を参照。児玉聡「ベンタムの功利主義における security概念の
検討」『実践哲学研究』第 27巻、2004年、29–46頁。
(29) ibid., p.352.
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ば必然的な結果になると考えているのです。任意ではない方法で検査が行われる
ようになれば、警察は必ず検査逃れを阻止しようとするでしょう。これが、警察の
責任による悪気のない過ちへの扉を開くと同時に、男性ならばだれも受けることの
ない、女性に対する権力を彼らに授けることになるのです」(30)。警察が性感染症
を発見しようとすればするほど、女性たちへの取り締まりが強化されることにな
る。徹底した取り締まりは売春婦以外の女性たちへの検査の危険を高めることに
なる。このような事態は性感染症を予防するという法の目的と、強制検査という方
法を考えれば当然の結果になると言える。
ミルの証言と同じ年、ジョセフィーヌ・バトラーは『冒涜された憲法』を出版
し、感染症予防法が私的自由を侵害していることを非難している。バトラーによれ
ば、イギリス国民はマグナカルタの第 39条および 40条によって人身の自由が保
障されている。だが感染症予防法は検査と入院を強制し、入院は三ヶ月以上にもわ
たる。これは明らかに憲法違反である(31)。さらに売春婦であることが疑わしいだ
けで逮捕される危険があるが、「単なる疑いだけで女性たちが逮捕されるのは憲法
違反」であるし、特に問題なのは逮捕する側に「売春していたという証明が要求さ
れて」おらず、そもそも感染症予防法のなかで「『売春』という言葉の定義もされ
ていない」(32)ことである。
感染症予防法には警察権力が濫用される危険が大いにある。では感染症を予防
するということに対して、警察権力はどこまで介入しうるのだろうか。このことを
詳しく検討するためにも、ミルが『自由論』(33)のなかで警察権力についてどのよ
うに考察していたか見ておこう。ミルはこのように議論を始めている。「警察の職
能と称するものの適当な限界はどこにあるか、犯罪や災害を予防するために自由を
侵害することは、どの程度まで正当でありうるか」(34)。ミルは二つの例を出して、
(30) John Stuart Mill, “To an Unidentified Correspondant,” in Collected Works of John
Stuart Mill, Toronto: University of Toronto Press, Vol.17, 1972, pp.1681–1682.
(31) Josephine E. Butler, Constitution Violated, Edinburgh: Edmonston and Douglas,
1871, p.7.
(32) Hamliton, op.cit., p.17.
(33) John Stuart Mill, ‘On Liberty’, Collected Works of John Stuart Mill, Toronto:
University of Toronto Press, Vol.18, 1977, p.287 = 塩尻公明・木村健康訳『自由
論』岩波書店、1971年、178頁。
(34) ibid., pp.293–294. = 192–193頁。
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正当な介入とそれ以外を線引きしている。一つ目の例は、混ぜものによる品質低下
の詐欺を防止するために社会統制をすること、二つ目の例は、毒薬や酒などの特定
の商品の販売を禁止することである。ミルによれば前者の介入は正当であるが、後
者の介入は正当ではない。
なぜ品質低下の詐欺を防止するための介入が正当なのだろうか。多くの研究者
が指摘しているように、ミルの思想のなかで、法が介入できる根拠は他者危害に限
られるわけではない(35)。確かに他者危害は法の介入が要請される根拠の一つであ
るが、ミルはその他にも法が私的自由を制限しても構わない事例を多く挙げてい
る。特に自由交易の分野に関しては、多くの法の存在を許している。先ほど見たよ
うに、混ぜものによる品質低下の詐欺を防止するためには、法による社会統制が正
当化されるし、他にも危険な職業に就いている労働者を保護することは原理的に正
当であると述べている(36)。なぜ原理的に正当なのか、その理由は『自由論』では
はっきりと述べられていない。そこで『政治経済学原理』を見ていこう。
『政治経済学原理』(37)で、ミルは政府による干渉と自由放任主義のどちらが正
しいか議論を展開している。ミルは自由放任主義を擁護している。というのも、人
間には政府の権威的な干渉によって侵害されない一定の空間が存在しているから
である。したがって他者危害がない限り、政府は個人の人生に関わることには干渉
してはならない。ミルは特に思想良心の自由や、善悪について意見すること、自ら
の意思で行動することには干渉してはならないと述べている。
このような思想はミルにとって理想社会のあり方が基礎となっている。それは
フンボルトが言うように、人間の真性なる目的は、「人間の諸能力を最高度にまた
最も調和的に発展せしめて、完全にして矛盾なき一つの全体たらしめることであ
る」(38)という視点である。一人ひとりの個人は、自己の能力と個性を発展させな
ければならず、そのためには、社会のなかに自由と状況の多様性が必要となる。ゆ
えに、一人ひとりの市民は、例え悪趣味だと言われようと、自らの人生をかけて人
(35)例えば Joel Feinberg, Rights, Justice, and the Bounds of Liberty: Essays in Social
Philosophy, Princeton: Princeton University Press, 1980.
(36) Mill, op.cit., p.293. = 192頁。
(37) John Stuart Mill, “Principles of Political Economy with Some of Their Applications
to Social Philosophy,” in Collected Works of John Stuart Mill, Toronto: University
of Toronto Press, Vol.3, 1965, pp.936–971.
(38) Mill, “On Liberty,” p.261. = 116頁。
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生設計を実行し、また生活実験をしていくことは、他者を危害しない限りでは自由
であるし、社会の多様性に貢献すると言う意味では義務であるといえる。
ミルによれば、自由は理想社会の実現のために必要不可欠な要素であるから、国
家の干渉から守られなければならない。逆に言えば「すべての」自由が同様に保護
に値するというわけではない。良心の自由、思想及び感情の自由は守られなければ
ならない。そして実際的、思弁的、科学的、道徳的、神学的な問題に関する意見と
感想の絶対的自由が守られなければならない。そして趣味および目的追求の自由、
最後に、個人間相互の団結の自由が守られなければならない。つまりこれら以外の
自由に関しては、社会のためにトレードオフできる可能性が存在していることにな
る。
ところで自由交易の分野においては、自由を制限できる法は多く正当化されるこ
とができる。その理由もまたミルの思想の中心にある自己決定から導くことがで
きる。例えば市場における品質を維持するために政府が介入することは正当化で
きる。なぜならば、消費者は品物の品質を判断することが難しいからである。彼は
最善の選択者ではない。ゆえに政府が市場の品質を管理することは許容されるだ
けではなく要請されることになる。義務教育もまた同じ理由で肯定される。とい
うのも教養を受けていないものは、教養について判断することができないからであ
る。法が子どもたちを保護することも判断能力のなさという点から肯定されなけ
ればならないし、工場の労働時間を制限し、衛生設備の設置を強制することも同じ
理由で正当化される(39)。
ジェラルド・ドゥオーキンが述べているように、これらの法的措置はパターナリ
ズムと混同されがちではあるが、パターナリズムではない。パターナリズムとは、
社会福祉や善や幸福などの理由から、個人の自由や生活に介入することである。し
かし、例えば労働時間の制限は、社会福祉という観点によって法が個人の選択を強
制的に書き換えるものではない。労働時間を制限することによって、個人の判断能
(39)ミルは、工場の衛生設備について次のように述べている。今現存する工場は、一般的に
言って、極度の不健康状態にある。しかし、そのような状態なのは、適切な換気装置とそ
の他重要な必要設備が欠けているからである。もし、経営者たちの啓蒙された利己心が
それらの装置を供給することに失敗しているならば、法がそれを強要すべきである。cf.
John Stuart Mill, ‘Report on the Sanitary Condition of the Labouring Population
of Great Britain,’ in Collected Works of John Stuart Mill, Vol.24., pp.822–830.
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力をより効果的にし、賢明な判断が可能なようにすることができる。これはレッセ
フェールによっては達成できないために、法が介入するのである(40)。ミルは述べ
ている。人生設計を他人に選んでもらうような人間は、猿真似の能力だけしか用い
ていない。「自らの計画を自ら選択する者こそ、彼のすべての能力を活用するので
ある」(41)。しかし社会にはこの自己決定がうまく機能しない領域が存在している。
その場合には、自己決定を補うために政府が介入することは許されるのみならず、
要請されるのである。
一方、毒薬や酒の販売を禁止することは不当な介入であるとミルは述べている。
なぜだろうか。例えば、誰かが明らかに犯罪を犯そうとしている者を発見したなら
ば、政府はその犯罪が犯されるまで見ていなければならないわけではなく、それを
防ぐために干渉してもよい。同じように、毒薬が犯罪以外の目的のために購入され
ることがないとすれば、毒薬の製造と販売を禁止することは正当だろう。しかしな
がら、毒薬は罪のない目的にとどまらず、有益な目的のためにも使われるのだから、
製造や販売を禁止することは、この有益な目的さえも禁止することになってしま
う。ゆえに毒薬の販売を禁止することは、自由な領域への不当な介入なのである。
同じことが酒の製造や販売を禁止することにも言える。ミルは労働者階級が自
発的に節酒や禁酒しなくてもよいと考えていたわけではない(42)。というのも社会
的にみてこれほど増加してしまった飲酒量を元に戻すためには、節酒や禁酒といっ
た過激な方法も止むを得ないと考えていたからである。しかし節酒運動に賛成す
ることは、禁酒法に賛成することではない。問題なのは法の目的そのものではな
く、販売を禁止するという誤った手段を用いていることである。なぜ誤りなのか。
それは、「ある人々が飲酒する自由を濫用したからといって、それ以外の者たちも
一時的に飲酒の力を奪われるべきだとは言えない」(43)からである。
ミルは予防すること自体に反対しているわけではない。『自由論』には次のよう
に書かれている。確かに犯罪に先立ってこれを予防することは、事後に捜査し処罰
(40) Gerald Dworkin, “Paternalism,” in Gerald Dworkin (ed.), Mill’s On Liberty:
Critical Essays, Plymouth: Rowman & Little Field, 1997, pp.61–82.
(41) Mill, op.cit., p.262. = 119頁。
(42) John Stuart Mill, “6.The Westminster Election of 1865 [2],” in Collected Works of
John Stuart Mill, Toronto: University of Toronto Press, t.28, 1988, pp.26–27.
(43) ibid., p.27.
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することと同じく、「争う余地のない政府の職能の一つである」。しかし、「政府の
予防的な職能は、処罰の職能に比較して、自由を侵害するように濫用せられる危険
がはるかに大である」(44)。
禁酒法の問題点は、アルコール依存症を予防することよりも、はるかに放縦や暴
飲といった悪徳を予防するという目的に重点が置かれていることである。とくに、
予防に賛成する人々は、悪徳が手本を通じて感染するために、彼らが悪習に染まら
ないよう国家が介入しなければならないと考えていた。ミルはこのような考えを次
のようにまとめている。「たとえ或る人が、その悪徳や愚行によって、他人に対し
て直接の害を与えることがないとしても、彼はやはり、かような実例（example）
を示すことによって害毒を流すのである。賭博や酩酊は、法律が禁止する他の行為
と同じく幸福を害し、進歩の重大な障碍物である。だとすれば法律がこれを抑圧
し、警察力と社会的刑罰によって予防することが、とにかく要望されている」(45)。
だがミルはこれが誤った考えだと述べている。確かに人間は親しい人々に対し
て、共感と利害関係を通じて影響している。しかし、道徳的非難や法的処罰の対象
になるのは、自己配慮の行為の範疇を超えて、明白な義務に違反するようになった
ときである(46)。したがって、兵士や警官が公務中に酩酊しているようなときは、
たしかに法的処罰をしてもよいだろう。しかし普通の人が酩酊することを法的処
罰の対象にしてはならない。彼らの言うように悪い手本（Bad Example）が有害
な影響を与えることはありうる。しかし悪い手本は、苦しみ多い結果も示すのだか
ら、いわば反面教師として有害ではなく有益であると考えるべきなのだ(47)。
ミルは次のように政府が自由を制限できる限界を定めている。個人や公衆に対
して、明確な損害が存在している、または明確な損害の危険（a definite risk of
damage）があるときには、自由の領域から法律・道徳の領域に移ると考えるべき
である(48)。しかし、個人が社会におよぼす単に偶然的で推定的な損害（a merely
contingent or constructive injury）については、人間の自由という一層重大な善
(44) Mill, “On Liberty,” pp.293–294. = 192–193頁。
(45) ibid., pp.280–281. = 162–163頁。
(46) ibid., pp.281–282. = 164–165頁。
(47) ibid., p.283. = 168頁。
(48) ibid., p.282. = 165頁。
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のために、迷惑は耐え忍ばなければならない(49)。毒を販売すれば犯罪に使われる
かもしれない。酒を販売すればアルコール依存症が増加するかもしれない。その
ような危惧はすべて推定的な損害にすぎない。毒が有益な目的に使われる場合が
あり、酒が節度をもって飲まれる場合がある以上、その販売を禁止することは政府
の過度で違法な介入であるということになる。
このようにミルの思想を整理したうえで、もう一度感染症予防法についての証言
に戻って考えていこう。ミルは入院や検査については、本人たちの自己決定に任せ
るべきであり、国家が介入すべきことではないと述べている。委員の一人は尋ねて
いる。もし法が検査や入院を任意にしたら、それでも自由の侵害に当たるだろう
か。ミルは答えている。それは自由の侵害には当たらないが、国家はそのような予
防策を講じるべきではない。国家がすべきことは、治療が必要なときのために受け
入れ準備のある病院を備えておくことである。
委員 その見捨てられた女性たちが病院に入ろうとしないとき、あなた
はどうするのですか。
ミル もし彼女たちが入院したくないのなら、他にすべきことは見当た
りません。
委員 するとあなたの救済策は失敗ではないですか。
ミル ええ。しかし、入院したくない女性というのは、治療が最も効果的
ではない人たちではないでしょうか。
委員 彼女たちが入院もしたくなければ留まりたくないとしたらどうす
るのですか。
ミル 彼女たちを拘束するためのいかなる権力も準備すべきではないで
しょう。
委員 あなたは、彼女たちが表に出てきて、病気をあちこちに撒き散らす
方がよいと言うのですか。善をなすよりも？
ミル この職業を生業にする女性たちにしても、そこに通う男たちにして
も、この種の特別な手当をすることは立法の仕事ではないと思います(50)。
(49) ibid., p.282. = 165–166頁。
(50) Mill, “The Evidence,” p.365–366.
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感染症予防法に関する限り、予防しようとしている感染症の伝染する経路は性交
渉である。性感染症にかかる危険があると知りながらそのような関係に入ること
が、たとえ悪徳であるとしても、それを予防することは立法の仕事とはいえない。
自ら決断した行為の結果として病にかかった者たちを、受け入れる病院を用意する
ことが政府の仕事である。感染の危険があるからといって、病にかかった者たちを
強制入院させることも立法が立ち入るべき領域ではない。「あらゆる不道徳行為の
結果に対抗して事前に安全保障（securities）を準備することが国家の仕事の一部
だとは思わない。それは不道徳行為が起きたあとで救済することとはまったく違
う」(51)。
ミルは、性感染症を予防することが誤りなのは、悪徳の抑制に加担するという
ほかにもう一つの理由があると述べている。それは不道徳な行為の結果として起
きる性感染症を予めとり除くことは、国家が「事前に行為を手助けすることにな
る」が、それは「それは悪徳や過ちの結果である悪を罰するのとはまったく異な
る」(52)からである。ここでいう行為を手助けするとは何を意味しているだろうか。
それは、性感染症の危険がなくなることで、兵士たちにとって売春することがより
容易になるということである。ミルはこう証言している。「兵士や海兵たちの心に
浮かぶ印象は、売春が妨げられたということではなく、議会によって規制の必要性
は議論されたが、売春そのものは容認されたということでしょう」(53)。感染症予
防法が売春婦たちから性感染症を取り除くならば、彼女たちと関係を結ぶことは安
全だということになる。このような社会的影響は、むしろ売春行為を促進すること
につながるかもしれない。
したがって、性感染症に対しては予防するのではなく、事後的に治療の手段を用
意することが望ましいということになる。病院は性感染症も他の感染症も区別せ
ず、病にかかった者たちを事後的に治療する。ゆえに個人の身体への干渉は「予防
的ではなく治療的」(54)であるために、性感染症の救済としては望ましい。なぜな
らば「病院は事前に特別な安全手段を提供することで、それがなければ享受できな
いような不法な放縦を行うことを容易にすることはしない」からである。
(51) ibid., p.353.
(52) ibid., p.358.
(53) ibid., p.360.
(54) ibid., p.359.
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とはいえ、ミルは国家が感染症を予防すること自体に反対しているわけではな
い。例えば、ミルは証言のなかではっきりと「政府はすべての病を鎮めるために、
可能な限り尽力しなければならない」(55)と述べている。彼が反対しているのはそ
の予防の方法である。ここでふたたび『自由論』における毒薬の販売の例を取り上
げてみよう。ミルは毒薬の製造や販売をいっさい禁止する法は不正であると述べ
ていた。しかしそれは毒薬を使った犯罪を予防するために、政府が何もしてはなら
ないということではない。例えば、災害の確実な予見がないが、脅威のみが存在し
ているとき、彼が自分を危険に晒そうとしていることを強制的に止めるべきではな
いとしても、危険を警告するぐらいはすべきだろう。災害の脅威があるが、それで
もリスクを冒すだけの動機があるならば、彼自身がそれを判断し実行すればよい。
同じように「薬品の危険な性質を表示する或る注意書を、その薬品に貼付するとい
うような予防法は、これを強制しても自由の侵害とはならないであろう」(56)。ま
た販売時に、販売者が時刻や購買者の名前や住所、売られた商品の正確な質と量を
帳簿に記入させ、いかなる目的で使用するのか尋ねるような予防策も正当だろう。
しかし、これを超えるような予防法、例えばあらゆる場合に医師の証明書を要求す
るような方法は、購入を困難にし薬品をいたずらに高価にしてしまうために、自由
の侵害にあたると述べている。
同じことが感染症予防法にも言える。性感染症を予防するために、女性たちに検
査や入院を強制することは、正当な予防の範囲を超えている。兵士たちの性感染症
を予防したいのであれば、例えば軍法や他の方法で兵士たちの行いを正すような方
法を用いればよい。それ以上の方法によって感染症予防をするくらいならば、国家
はその害悪に苦しみ続ける方がまだよいとさえ、ミルは述べている(57)。
ここまで警察権力の濫用という観点から、ミルが感染症予防法に反対してきた論
拠を見てきた。その中心には法が目的としている売春婦への捜査が、それ以外の女
性たちへの捜査へと簡単に移行する危険があり、私的自由の保障の観点から正当化
できないということがある。しかしながら、より注意してミルの証言を分析するな
らば、警察権力が介入しうるかどうかの境目が見えてくる。少なくとも性感染症に
(55) ibid., p.358.
(56) Mill, “On Liberty,” p.294. = 194頁。
(57) Mill, “The Evidence,” p.360.
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関する限り、ミルは予防的介入に反対している。それは感染症予防法が規定する予
防的介入が、自己決定に関わる私的自由の領域を侵害しているからである。性感染
症になるリスクを冒すかどうか、性感染症を治療するかどうかは個人が判断すべき
問題である。それに性感染症を特別に予防し、売春から感染症の危険を取り除くこ
とは、売春という不法な放縦を国家が助けることにもなる。結局、感染症予防法
は、売春という悪徳を警察権力のコントロール下におきたいだけではないのだろう
か。だとすればそれは政府の権限を越えている。
ミルは『自由論』において悪徳を予防することに批判的な考えを展開している。
悪徳の予防に賛成する人々はこう言うだろう。賭博、酩酊、放埒、怠惰、不潔など
の悪徳に対して、それらは幸福を損ない進歩の重大な障碍物になるのだから、有力
な警察力を組織し、これらの悪徳を行っている人々に対して、峻厳な社会的刑罰を
もって望み、これらを予防すべきである。しかしミルはこれに反対している。他者
を危害しないような純粋に個人的な行為には公衆は干渉してはならない。なぜな
らば「その干渉が誤って行われたり、誤った場所で行われる惧れがある」(58)から
だ。ミルによればこの過ちは人間の普遍的な傾向でさえある。
これほどまでにミルが警察権力による予防に懐疑的な理由は『自由論』の次の
言葉を読めば理解できるだろう。「道徳警察とでも呼ぶべきものの権限を拡張して
いって、ついには個人の疑う寄りのない合法的自由をも侵害するに至るということ
が、人間のあらゆる性癖のなかで最も普遍的なものの一つであるということを、豊
富な実例によって明らかにすることは難しいことではない」(59)。悪徳を予防した
いと願うあまり、本来なら許されるべきである自由でさえも奪い取ってしまうとい
う人間の普遍的な傾向が存在している。だからこそ、予防することには、つねに批
判的な態度をとらなければならないのである。
感染症を予防することが、道徳警察によって自由の侵害に至りやすいことを例証
することは難しくない。例えば 1980年代にエイズが流行した時、衛生学者たち、
ジャーナリストや評論家たちは、科学用語のなかに道徳上の非難を込めて語り合っ
ていた。エイズの流行の原因は、退廃的な同性愛者たちのライフスタイルであると
いった言動が典型である。近年でも、アフリカなどの途上国における不特定多数と
(58) Mill, “On Liberty,” p.283. = 169頁。
(59) ibid., p.284. = 171頁。
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の性交渉が原因だと述べる言葉の裏には、科学ではなく道徳的な非難が込められて
いる(60)。
感染症予防法は、性感染症を予防するといいながら、売春という悪徳を予防しよ
うとする点で、ミルの言う道徳警察の典型例だといえるだろう。では本来の目的
に、別の目的が混ざり合う不正な法であることをどのようにして判断することがで
きるのだろうか。ジェレミー・ウォルドロンやウェンディ・パーメットは、ミルの
証言のなかに、正しい感染症予防のための立法がどのようなものであるべきか読み
取ることができると考えている。次節では、その正当化しうる感染症予防法がいか
なるものなのか、ウォルドロンたちとともに見ていこう。
4．ミルと感染症予防法（ 2）――正当な感染症予防とは何か
感染症予防法の対象は港町の公共の場所で商売をしていた売春婦たちであった。
性感染症の伝染経路として売春が有力であったとしても、なぜ売春婦たちだけが検
査を強制されなければならないのだろうか。先ほどから見てきたように、フェミニ
ストたちからも市民からも、この点について批判の声があがっていた。議会内部に
も法の差別的取り扱いについて批判の声があがっていた。例えば、リベラル派の政
治家ハーコート・ジョンストーンは議会で次のように発言している。売春宿から出
てきた男性を逮捕し強制的に検査を行い、拒否した場合には罰を与えるような法が
可決できないのならば、両性の平等の観点から言って感染症予防法は廃止すべきで
ある(61)。
委員会証言でも委員の一人がミルにこう尋ねている。「感染症は罪深い者をはる
かに超えて拡散していく。そして無実の妻にうつされる可能性があり、結果として
子どもに遺伝していく危険がある」(62)。このような目的から予防法が正当化され
るのではないだろうか。ミルは答えている。確かに法の目的は無実の妻や子ども
を守ることにあるのだろう。ところで性感染症に関する限り、売春婦たちが感染す
(60)アリグザンダー・アーウィン他『グローバル・エイズ』八木由里子訳、明石書店、2005
年、45–46頁。
(61) Hamilton, op.cit., p.17.
(62) Mill, “The Evidence,” p.354.
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ることができるのは、彼女たちを求め、そのような場所に危険を知りながら出入り
する者たちを通じてである。もし法の目的が無実の者たちを守ることであれば、直
接関わりあうことのない売春婦たちではなく、接触し感染させる男たちこそ予防の
対象にすべきだろう。もしそうならば、女性たちと同じく男たちにもスパイをつけ
ることで予防できるだろう。しかし、もしスパイを使いたくないならば、性感染症
になった妻たちに離婚権を与えるという方法も考えられる(63)。
委員はこう述べている。わたしが恐れているのは、性感染症が大規模な流行を
起こしたとき、たとえ完全な成功の見込みがないとしても、無実の者たちを助け
るために、可能な限り感染症を鎮静化することは正当化されないのでしょうか。
ミルは答えている。「そういった種類の何かを正当化するためには、完全な根絶
（complete extirpation）のかなり高い可能性（a very good prospect）があるべ
きでしょう」(64)。しかしこの予防法にはその望みを見いだすことはできない。
ミルは「そういった種類の」立法を正当化するには、かなり高い確率で成功する
見込みがなければならないと述べている。すなわち、ミルは立法の内容によって正
当化するための要件が異なると考えていることになる。ジェレミー・ウォルドロン
によれば、立法の区別が『自由論』において展開されていると論述している。ウォ
ルドロンによる『自由論』の説明を要約すれば次のようになるだろう。『自由論』
で用いられている危害原理は、許される行為とそうではない行為を区別するための
原理であると捉えられることが多い。しかしこれは間違いである。ミルが第一章
で述べている危害原理は、行為の区別ではなく、政府が干渉してもよいかを判断す
る理由について説明しているからである(65)。ミルは危害原理を次のように説明し
ている。人が誰かの自由に干渉できる正当な唯一の「目的（end）」は、自己防衛
である。そして彼の意思に反して権力を行使しても正当だとされる唯一の「目的
（purpose）」は他者危害の防止にある。彼自身の善のためであるというのは、十分
な「正当化根拠（warrant）」ではない。それは彼を説得する「十分な理由（good
reasons）」であるが、彼を強制するには「十分な理由」とはならない。すなわちこ
こでミルが述べたいことは、他者危害を防止することは正当化理由であるが、パ
(63) ibid., pp.354–355.
(64) ibid., p.356.
(65) Mill, “On Liberty,” p.223–224. = 24頁。
232
明治大学　法律論叢 89巻 4・5号：責了 book.tex page233 2017/02/15 10:08
ジョン・スチュアート・ミルと感染症予防法（西迫）
ターナリズムは正当化理由とならないということである。危害原理は、政府による
個人の自由の制限を正当化するものであるから、その正当化は行為の種類によるの
ではなく、目的や理由によって判断されることになる。
委員たちは感染症予防法の目的が、妻や子どもたちといった無実の者に感染する
ことを防ぐことだと述べている。しかし、もしそれが本当ならば、男女の別なく検
査や入院を受けなければならないだろう。しかしそのような方法をとっていない
ということは、立法の表向きの目的とは別に目的があるということになる。
では、どのようにして立法には別の目的があることを判別するのだろうか。ウォ
ルドロンはミルの発言に注目している。委員の一人がミルにこう尋ねている。兵
士たちの大部分が性感染症によって働けなくなるということは、この種の立法の
正当化理由にならないと考えていますか。ミルはこれに答えて言う。この種の立
法の正当化理由にはなりません。他の種の立法の正当化理由にはなるかもしれま
せんが(66)。すなわち、女性たちに検査を強制する立法の正当化理由にはならない
が、他の手段であれば許容される余地があるということである。たとえば、許可や
禁止や規制といった別種の立法であればどうか。正当な干渉かどうかは、目的を達
成するための適切な手段でなければならない。逆に言えば、どのような手段があり
得るかをチェックすることは、自由を制限する正当な干渉かどうか判断する材料
になりうるだろう。ウォルドロンは述べている。「もし、ある特定の集団の自由を
減少させることが、正当な立法目的を追求するのに最も効果的ではないとすれば、
われわれはそれが別の目的によって動機づけられていると仮定しなければならな
い」(67)。感染症予防法は、表向きは感染症を予防し、それによって無実の者たち
を守るという目的である。しかし、実施される方法は、売春婦たちの性病検査であ
る。この目的と方法を照らし合わせるとき、最も効果的な方法がとられていないと
いうことが分かる。その時、本来の目的ではなく売春を予防するという別の目的に
よって動機づけられており、危害防止がそうした差別的に用いられる限りにおい
て、法を擁護することはできないということになる。
ところで、ウォルドロンは感染症予防法の答弁から、ミルの思想の二つ目の特徴
を挙げている。それは自由の分配という問題である。ミルのなかで、自由は社会に
(66) Mill, “The Evidence,” p.360.
(67) Waldron, op.cit., p.39.
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おいて最大化すべき累積的善というわけではない。ミルが重要視しているのはそ
の分配のされ方である。ミルが見ているのは、誰の自由が影響されるのかという点
である。感染症予防法について言えば、男たちの自由は影響されず、女たちの自由
が影響されていた。つまり女性たちだけが自由を規制することで、性感染症から兵
士たちを守るという目的が果たされることになる。このような分配のされ方は妥
当なのか、立法によって誰が勝ち、誰が負けるのかという点が考えられなければな
らない。危害原理の問題は、ある危害を予防することが、特定の自由に与える影響
が正当化されうるかという問題である。もしそれが差別的な自由の分配ならば、原
理的に正当化されえないということである。
ところで、自由の分配が意味するのは、男女平等でなければならないということ
ではない。ミルは、もし本当に検査が必要な場合には、女性ではなく男性に検査を
受けさせるべきだと述べている。というのも性病検査が品位を下げるものである
としても、男女同程度に品位を下げるものではないからである。強制される女性た
ちにとっては過度に品位を落とすものであるが、男性に検査をすることは苦痛を伴
う行為というわけではない(68)。
ウェンディ・パーメットはこう述べている。ミルはあくまでも功利主義者であ
り、自然権論者ではない。よってミルは自由の分配だけではなく、ある集団の自由
を奪うことが社会にどのような影響を及ぼすのかという点を考慮している。ミル
は自然権を主張しているわけではないし、自由の侵害がある個人を侵害しているこ
とを問題にしているわけでもない。「むしろ、ミルにとって自由の剥奪が問題なの
は、その社会的効果である」(69)。先ほど見たように、ミルは感染症予防法が性感
染症を取り除くことで、売春をむしろ促進してしまうことを指摘し反対していた。
また別の答弁ではこう述べている。性感染症の強制検査の効果は、他国で行われて
いる結果を見ても、多くの売春婦たちをもぐりに変えるだろう(70)。そうなれば状
況は今よりも悪くなる。
感染症を予防することの社会的影響を考えるとはどのようなことを意味するのだ
ろうか。パーメットにしたがって現代に応用して考察してみよう。ニューヨーク
(68) Mill, op.cit., p.356.
(69) Parmet, op.cit., p.217.
(70) Mill, op.cit., p.352.
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で行われた結核患者への強制措置の問題を例に取ろう。1980年代後半からニュー
ヨークでは結核の流行が見られた。そこでニューヨーク市は、結核の増加を抑える
ため、市民に結核の検査を受けさせること、治療を完了させること、治療のために
拘束できることなどを含む規制を実施した。この規制の結果、ニューヨーク市の結
核流行は収まったものの、麻薬中毒者、ホームレス、投獄歴がある者たちが治療を
強制されたことが問題になった。パーメットによれば、この強制検査について学説
はとくに憲法上の間違いを指摘していないが、ミルの観点からは問題になると述べ
ている。「市が強制力を人口のうちで少数かつ周縁的な部分にだけ不均衡に使用す
るときには、検疫政策が結核の流行を止めるために必要でありよく計算されたもの
かどうか疑問をもつべきであった」(71)。すなわち個人一人の自由を奪うことの結
果だけではなく、広く社会的なコストを考慮に入れなければならない。検疫の社会
的コストは、検疫を実行するためのコストだけがすべてではない。例えば、スティ
グマにもとづいて社会的弱者たちのみが検疫の対象になるならば、それは住民のあ
いだに、彼ら特定の人々がアウトサイダーであるという観念を強化することにつな
がる。あるいは差別的な方法で検疫が行われるならば、公衆衛生権威への信頼を失
うことにもなる。このような社会的コストと、検疫によって得られる感染症の抑制
という利益を考慮に入れて、正当化されうるかどうか判断しなければならない。ミ
ルは感染症予防法についてこう述べている。「私はかなりの圧政なしに法を実行す
るのは不可能だと思います。それは得られるいかなる利益をも遥かに凌駕するで
しょう」(72)。性感染症を予防するために、すべての女性たちが検査を強制される
危険を孕んだ権力を警察に付与することは、法の目的からみても、達成される利益
からみても正当化されえない。ではニューヨーク市の強制検査はどうだろうか。
パーメットは述べている。アメリカ司法のなかで、検疫がもつ強制力の正当性を
考えるとき、病の危険性、病の感染性、患者の態度の三点のみを見て合憲性を判断
してきた。よって、強い感染症の危険がある個人が任意で治療に応じなければ、検
疫は正当であると考えられてきた。しかし、このような考えは、ミルの立場からみ
れば問題がある。というのも検疫を行なうことによって、社会的にどのような影響
が出るのか、あるいは別の方法によれば、より効果的に目的を達成できるのではな
(71) Parmet, op.cit., p.217.
(72) Mill, “To an Identified Correspondant,” p.1681.
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いかという観点が欠けているからである。ニューヨーク市の強制検査の事例では、
ドラッグ中毒者やホームレスを検疫にかけていた。しかし、ミルのように考えるな
らば、別の方法をすべて考える必要がある。例えば、薬物治療プログラムを提供し
たらどうか、ホームレスに住居を提供したらどうか、移民へのヘルスケアを改善す
ればどうか、検疫以外の方法も考慮し、どの方法によって適切に目的を達成できる
か考えなければならないということになる。パーメットは述べている。ミルがわ
れわれに訴えているのは、「強制力を伴う公衆衛生措置の評価は、ある個人によっ
て引き起こされるリスクの測定という狭い観点ではなく、その社会的な影響という
幅広い評価に基づかなければならない」(73)ということである。
最後に、ここまでの考えを整理しておこう。ミルが『自由論』で展開しているの
は、国家が正当に私的自由を制限できるのはどのような場合かということである。
まず立法目的の正当性が問題となる。次に立法目的が正当であっても、その目的を
達成するための手段が正当でなければならない。手段の正当性を考えるためには、
それが目的を達成するための最適な手段かどうかが問題にされなければならない。
もし最適な手段でなければ、その立法には別の目的が存在していると仮定すべきで
ある。最適な手段であっても、それだけで正当化されるわけではない。法をつくる
ことで自由がどのように再分配されるのかという点を考えなければならないし、法
が広く社会に及ぼす影響やコストも考慮しなければならない。立法目的を達成する
ことで得られる利益と、社会的な影響を考えて十分に見合ったものであれば正当化
されるだろう。しかし、社会の周縁的な者たちの自由を制限することで全体の利益
を得ようとするときにはとくに注意しなければならない。というのもそれが共同体
のなかにある彼らへの偏見、スティグマを強化することにつながるであろうし、そ
の社会的コストが考慮に入れられないことが多いからである。感染症予防に関する
かぎり、社会を守るという名目で、彼ら周縁的な人々への強制が正当化されること
は多い。しかしミルの証言は現代のわれわれに問いかけている。その強制措置は
本当に必要なのだろうか。それは正当かつ最適な方法なのだろうか。われわれは、
予防が必要だと言いながら、道徳警察の一員になっているのではないだろうか。
(73) Parmet, op.cit., p.219.
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5．おわりに
2012年 2月に発行された『ニューヨーク・レビュー・オブ・ブックス』の表紙
には「ブッシュの脅威」という文字が大きく掲載されている。執筆したのはロナル
ド・ドゥオーキンで、その内容は制定されたばかりの愛国者法への批判である。愛
国者法は、9.11のテロのあとで、再び起こる可能性があるテロの危険からアメリ
カ国民を守るために制定された法である。ドゥオーキンはこう述べている。愛国
者法が制定されたことによって、「行政の決定や計画が影響を及ぼすのは、アメリ
カ市民のごく僅かな人々にすぎないだろう」。したがって「われわれのほとんどが、
私的自由について何も支払うことはない」(74)。このような法がはたして正義だと
言えるだろうか。テロの脅威と闘うと言いながら、われわれはあまりにも不公平で
差別的な法を作っているのではないだろうか。
ウォルドロンはこのドゥオーキンの論文を引用しながら述べている。愛国者法
によって私的自由が奪われるのは誰だろうか。それは 9.11の首謀者たちと、「民
族、外見、宗教、政治の点でなにか共通点がある者たち」(75)だけにすぎない。彼
ら以外のアメリカ市民が、愛国者法によって私的自由を犠牲にしなければならない
場面はほとんどないだろう。つまり「全員が自由と安全をトレードオフするのでは
なく、彼らの自由とわれわれの安全をトレードオフするのである」(76)。ウォルド
ロンが言いたいのは、周縁的な少数者たちの自由を犠牲にすることによって、社会
全体の安全を守ろうとしているこの状況が、19世紀イギリスで感染症予防法がつ
くられた状況と似ているということである。19世紀のイギリスでは女性たちの自
由だけを犠牲にすることで、兵士たちの性感染症を予防しようとしていた。現代の
アメリカは、イスラムの人々だけを犠牲にすることでテロを予防し、アメリカ市民
は安全を得ようとしている。
『自由論／正義論』(77)や「2014年のジェレミー・ベンサム」(78)で示されている
(74) Ronald Dworkin, “The Threat to Patriotism,” in The New York Review of Books
(Feb 28, 2002), pp.44–49.
(75) Waldron, op.cit., p.42.
(76) ibid.
(77)土屋恵一郎『正義論／自由論』岩波書店、2002年。
(78)土屋恵一郎「2014年のジェレミー・ベンサム――Vulnerabilityと法――」『法律論叢』
第 87巻第 4・5合併号、2015年、23–44頁。
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ように、ベンサムやミルが闘おうとしたのは大衆が少数者へ振るう暴力である。ベ
ンサムは同性愛者に振るわれる民衆の暴力を非難し、ミルはモルモン教徒へ向けら
れる民衆の嘲笑を非難した。同性愛者やモルモン教徒といった周縁的な少数者、す
なわち「ヴァルネラブル」な人々は暴力や嘲笑を受けることで社会のスケープゴー
トとなる。彼らが受ける暴力や嘲笑は共同体の規範から外れていることに対する非
難であり、同一化の暴力である。それは社会がもっている同一化への欲望であり、
スケープゴート・メカニズム、ラフ・ミュージック、ミルの言葉を借りれば道徳警
察とも呼べるだろう。ベンサムはこの非難の輪に加わる民衆を非難する。彼らの
中には堕落し不品行な行いがはびこっているにもかかわらず、自らの反社会的な情
愛は棚にあげて非難の隊列に加わる。それだけで、対価を支払うことなく有徳の誉
れを受けることができる。それは悪童が犬をいじめて得る楽しみに似ている(79)。
フォンテーヌが「ペストにかかった動物たち」で象徴的に描いてるように、感染
症が拡散する恐怖は、何者かをスケープゴートにしようとする。フォンテーヌの物
語では、強者である肉食動物の罪は許され、弱者であるロバがいけにえになった。
しかしこれは単なる寓話というわけではない。中世のペスト大流行の際には、ユダ
ヤ人虐殺が起きたことはよく知られている。現代でもこのようなことが起きるこ
とは、エボラやエイズ、結核を例にして示してきた通りである。らい予防法が廃止
されてからまだ 20年しか経っていないことを想い出さなければならない。
ミルの生きていた 19世紀のイギリスにおける性感染症の危機と、われわれの時
代のテロや感染症のリスクをまったく同じに語ることはできないかもしれない。し
かし国家が自由を犠牲にして何かの危機を予防しようとするとき、われわれはミル
の懐疑的な態度を参考にしなければならないように思われる。ミルは『自由論』の
なかで述べている。「個人に圧迫する社会の権力を不当に伸張する傾向がいよいよ
増大している」(80)。社会的暴虐は「遥かに深く生活の細部まで滲透し、霊魂その
ものを奴隷化させ」個人の権力を縮小させる恐るべき害悪である。何らかの危機が
迫り、その恐怖に取り憑かれたとき、人間は簡単に自由を犠牲にして安全を拡大し
ようとする。しかしそのようになされる立法が不正ではないのか、危機を抑えるた
めの最適な手段なのか、そして誰の自由が犠牲となり、その犠牲は正当化されうる
(79) ibid., 28頁。
(80) Mill, “On Liberty,” p.227. = 32頁。
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のか。危機が迫る最中にあっても、われわれはミルのように冷静になって考える必
要があるだろう。
（明治大学法学部助教）
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